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１．はじめに  

一般に EV は EV の充電インフラが充実するほど便利になり , 充電インフラは EV が増えるほど充

実するという性質がある。このような正のフィードバック構造ゆえに , 将来ＥＶが普及すると思う人ほど , 

将来の利便性向上等を見越して EV 購入に前向きになると考えられる。そして, EV 推進政策には, 

補助金などで直接的に人々のインセンティブ構造を変えるだけでなく , EV に関する将来期待を形成

することで EV 導入を促す機能があると指摘されている。政策が将来の変化をシグナルすることによっ

て 民 間 の 行 動 変 容 を 促 す こ のよ う な 効 果 は 政 策 シ グ ナ ル (policy signal ） ま た は 変 革 シ グ ナ ル

(transformational signal) と して 重 要 性 が 指 摘 さ れて き た 一 方 で , 定 量 的 な 分 析 は 乏 し か った

(Axsen, Plötz, & Wolinetz,  2020)。そこで, 本研究ではオンライン質問紙実験を用いて, 既に条例

化されているが知名度が低い東京都のＥＶ政策（集合住宅を中心とした新築建物への EV 充電器

原則設置義務 化）を知らせることで, 人々の EV の普及期待やＥＶ購入意図が高まるかを検証した。 

 

２．分析方法  

2023年6月クラウドワークスを用いて募集した東京都在住の参加 者 にオンライン質問紙実験を行

った(N = 500)。参加者はこの実験での「 排出ゼロ車（ ZEV）」 の定義についての説明を読んだのち , 

次の車として排出ゼロ車を購入 したい程度（ 購入意図 ： ７件 法 ） や , 2030年の東京で販売される新

車乗用車のうちＺＥＶが占める割合の予想（将来普及期待：0-100%）を答えた。参加者はランダムに

政策条件または統制条件に割り当てられ, 前者の参加者のみが東京都の充電器設置義務化政策

についての説明を読んだ。その後 , 両条件の参加者は, 排出ゼロ車の購入意図・ 将来普及期待に

ついて再び答え, さらに新築集合住宅（ 充電器設置義務化対象） への居住予定の有無を答えた。 

分析には, 条件 𝑖（統制条件が0,政策条件が1）の 𝑗番目の参加者の事後の購入意図𝑌𝑖𝑗を, 

事前の購入意図𝑋𝑖𝑗と条件のダミー変数𝐷1𝑖, 事前の購入意図と条件の交互作用𝐷𝑖𝑋𝑖𝑗, 居住

予定の有無𝐷2𝑖, 居住予定と条件の交互作用𝐷1𝑖𝐷2𝑖で説明する調整回帰モデルを使用した

(1)。また, 事後の将来普及期待も同様のモデルで分析した。  

𝑌𝑖𝑗 = 𝛽0 + 𝛽1𝑋𝑖𝑗 + 𝛽2𝐷1𝑖 + 𝛽2𝐷𝑖𝑋𝑖𝑗 + 𝛽3𝐷2𝑖 + 𝛽4𝐷1𝑖𝐷2𝑖 + 𝜀𝑖𝑗・・・(1) 
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３．分析結果  

まず, 条件の係数が有意であり, 政策提示

による購入意図（及び将来普及期待）の上昇

が示唆された（表1）。また, 事前の従属変数

と条件の交互作用項の係数は有意に負であり, 

事前の購入意図（将来普及期待）が低い人ほ

ど政策提示の効果が高いという関係がみられ

た。この二つの関係を総合すると, 平均的な

参加者は , 政策提示によって購入意図 (7件

法)を0.35高め, 2030年の東京都の ZEV 普及

率予想を6.0%pt 上方修正すると推定された。 

一方, 居住予定の係数, 居住予定と条件の

交互作用の係数は有意でなく, 充電設置義務

化政策の直接的な影響を受けるか否かにかか

わらず, 政策提示の効果が見られた。 

購入意図の変化のメカニズムを探るため , 

政策提示が購入意図に与える効果を将来普及

期待が媒介するモデル（図1）に基づき, 因果

媒介分析を行った。その結果, 将来普及期待

を介した媒介効果が有意であり, 購入意図を

0.10[95%CI: 0.02,0.19]高めていた一方, 将

来普及期待を介さない直接効果は有意でなか

った。  

 

４．結論  

実験データの分析から , 東京都の充電器設置義務化政策を知った人々は , より急速な

EV(ZEV)の普及を見込むようになり, 直接的に便益を受ける予定がなくても, EV(ZEV)購入

に前向きになるというメカニズムが示唆された。これは政策シグナルの重要性を裏付ける

とともに, 様々な EV 推進政策の政策シグナル効果を質問紙実験による計測を通じて比較

する取り組みの可能性を示している。ただし, 質問紙での回答は実際の行動と必ずしも対

応しないことがあるため, 従属変数のより精緻な計測が今後の課題になるだろう。  
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表１ 調整回帰モデルでの分析結果  

 購入意図  将来普及期待  

条件  1.04*** 
(0.15) 

13.38*** 
(1.80) 

事 前 の 従 属
変 数 と 条 件
の交互作用  

-0.16*** 
(0.05) 

-0.19*** 
(0.04) 

居住予定  -0.14 
(0.15) 

-1.61 
(1.7) 

居住予定と
条件の交互
作用  

0.02 
(0.22) 

0.04 
(2.44) 

分散説明率  0.75 0.77 

*** p < 0.001; ** p < 0.01; * p < 0.05  

()内は標準誤差を表す  

政策提示の  

有無  

事後の  

将来普及期待  

事後の  

ZEV 購入意図 

図 1 媒介モデル  

実線の矢 印が媒 介効果 ,  点線の矢印

が直接効果を表す  


